
働く意思を持つ障害のある方に働くチャンスと働き続ける環境を

　障害者の雇用の促進等に関する法律が改正され、法定雇用率が、現行の「従業員 40.0 人以上の事業

主の場合、従業員の 2.5％」から、令和８年７月には「従業員 37.5 人以上の場合、従業員の 2.7％」

に引き上げられます。

　近年は、事業主の皆さまをはじめとして、障害者の雇用についての理解と関心も高まり、障害者の

雇用状況は着実な改善がみられるところでありますが、一方では、まだまだ多くの働く意志と能力を

持った障害者の方々が働く場を求めています。

　障害のある人の就労を通じた社会参加を実現し、障害のある人が地域社会で、自立していきいきと

暮らせる環境づくりを図るため、事業主の皆さまにおかれましては、働く意欲と能力のある障害者に

雇用の場を提供していただきますようお願いいたします。

　障害者を雇用した事業主に対して、奨励金を支給する制度を設けています。奨励金を受けられる

のは、特定求職者雇用開発助成金を受給後も、茨木市内に住所を有する重度の身体・知的障害者お

よび重度以外の知的障害者、精神障害者を雇用保険の一般被保険者として継続雇用した、従業員数

が 300 人以下の事業主です。

※支給対象期間は､特定求職者雇用開発助成金の支給が終了した月の翌月から起算｡

※支給対象期間を６か月ごとに区分した期間を支給対象期（第１期、第２期、第３期）として、各期ごとに

支給します。

※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の雇用保険の一般被保険者をいいます。

対象労働者 支 給 額 支給対象期間

重度の身体・知的障害者
第１期  30万円

第２期  30万円

第３期  30万円

１年６か月

重度の身体・知的障害者
（短時間労働者）

42万円

90万円

１年

第１期  21万円

第２期  21万円

42万円

第１期  21万円

第２期  21万円

１年
重度以外の知的障害者
精神障害者

※申請前に茨木市商工労政課までお問合わせください。

茨木市障がい者合同就職面接会のお知らせ
令和７年11月 18日（火）に予定しており、参加企業ごとの

ブースで障害のある求職者との採用面接を行います。

● 募集案内 … 詳細は、市広報誌９月号に掲載予定

● 参加企業 … ９社程度を予定しています。

市内事業主の皆さまの参加をお待ちしております。

事業主の皆さまへ茨木市障害者雇用奨励金をご利用ください

支給額及び対象期間

茨木市駅前三丁目８番 13 号

ＴＥＬ 072-620-1620

茨木市東中条町１番 12 号

ＴＥＬ 072-623-2551（部門コード42＃）

茨木市産業環境部商工労政課 ハローワーク茨木 専門援助部門

茨木市・茨木公共職業安定所

市ＨＰをご確認ください。申請書類

各支給対象期が終了した月の翌月から起算して３か月以内申請期間

障害者雇用支援のために障害者雇用支援のために

このチラシは、1,300枚作成し、

1枚当たりの単価は77円です。

この印刷物は、印刷用の紙へリサイクルできます。

ゴミの減量にご協力ください。

　障害者を雇用した事業主に対して、奨励金を支給する制度です。

　※詳細については、下記QRコードまたは裏表紙をご覧ください。

　茨木市では平成 30年 4月に施行した「茨木市障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例」

において、障害に対する理解を深め、障害を理由とする差別を解消し、市・市民・事業者等が「共に

生きるまち茨木」を実現するためにそれぞれができることに取り組むことを責務と定めており、事業

者による合理的配慮の提供を義務化しました。また、令和３年４月には大阪府障がい者差別解消条例、

令和６年４月には障害者差別解消法においても、合理的配慮の提供が義務化されています。茨木市で

実施している事業者の取組を支援する制度をご紹介しますので、ぜひご活用ください。

１. 茨木市障害者雇用奨励金

　市民活動団体や事業者等の団体が行う「障害者福祉の啓発」「障害者（児）との交流事業」「障

害理解のための研修会（体験学習）」等の実施に必要な費用を助成します。

２. 茨木市障害理解促進事業補助金

　この助成制度は、事業者に対し、障害のある人から合理的配慮の提供の申し出があった場合に、

それらに対応するために必要な費用について助成を行うものです。

３. 茨木市事業者の合理的配慮の提供に係る助成金

茨木市事業者向け支援制度のご案内茨木市事業者向け支援制度のご案内

９月は障害者雇用支援月間です。９月は障害者雇用支援月間です。

令和7年（2025年）9月発行

※ただし、令和6年4月1日以降に支給対象期（第1期）の初日が到来した申請については、市外に事業

所を置く障害者雇用促進法第44条及び第45条の適用を受ける特例子会社等を除きます。

２の詳細はこちら→１の詳細はこちら→ ３の詳細はこちら→



※令和６年４月以降、週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重

　度知的障害者について、雇用率上、0.5カウントとして算定できるようになりました。

※週所定労働時間が20時間以上30時間未満の精神障害者については、雇用率上、雇入れからの期間等

　に関係なく、１カウントとして算定できる措置期間が延長となりました。

例：週所定労働時間が30時間以上の労働者が40人、20時間以上30時間未満の労働者（重度身体

　　障害者及び重度知的障害者、精神障害者を除く）が 20人の企業の場合の法定雇用障害者数

現在、従業員 40.0人以上の事業主は、従業員の 2.5％（法定雇用率）

に相当する人数以上の障害者を雇用しなければなりません。

※令和８年 7月以降は従業員 37.5 人以上、法定雇用率 2.7％に引き上げられます。

　障害者雇用促進法により、事業主は、社会的連帯の理念に基づき、法

定雇用率に相当する人数以上の身体障害者・知的障害者・精神障害者の

雇用が義務づけられています。

　障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図るとともに、全体

としての障害者の雇用水準を引き上げることを目的に、下記の制度が設

けられています。

障害者雇用率制度障害者雇用率制度

● 事業主（民間企業）が雇用しなければならない障害者数

企業における雇用障害者数 法定雇用障害者数≧
この場合において、「法定雇用障害者数」は次により算出します。計算の結果生じた一人未満は切り捨て。

法定雇用障害者数 ＝ 常用雇用労働者数 ×
法定雇用率
（2.5％）
法定雇用率
（2.5％）

● 常用雇用労働者数の算定方法

（１）短時間以外の常用雇用労働者

雇用労働者１人をもって

０.５カウント

雇用労働者１人をもって

１カウント

（２）短時間労働者

雇用期間の定めのない等の労働者で、

週所定労働時間が 20 時間以上３0 時間未満

雇用期間の定めのない等の労働者で、

週所定労働時間が 30 時間以上

法定雇用障害者数の具体的な算出例は以下のとおり

（40人×１カウント＋20人×0.5カウント）×2.5％＝1.25 →
小数点以下

切り捨て

１人以上の障害者を雇用しなければなりません
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障害者雇用納付金制度の概要障害者雇用納付金制度の概要
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　常時雇用している労働者数が100人を超える事業主で、障害者法定雇用率を未達成の場合は、法定雇用

障害者数に不足する障害者数に応じて一人当たり月額５万円の障害者雇用納付金を納付していただきます。

１　障害者雇用納付金の納付

　常時雇用している労働者数が100人を超える事業主で障害者法定雇用率を超えて障害者を雇用している

場合は、その超えて雇用している障害者数に応じて一人当たり月額２万９千円の障害者雇用調整金を申請

に基づき支給します。

　ただし、支給対象人数が年120人を超える場合は、超過人数分の支給額が1人当たり２万３千円となります。

２　障害者雇用調整金の支給

　障害者雇用納付金申告または障害者雇用調整金申請事業主であって、前年度に在宅就業障害者または在

宅就業支援団体に対し仕事を発注し、業務の対価を支払った場合は、「調整額（2万1千円）」に「事業主

が当該年度に支払った在宅就業障害者への支払い総額を評価額（35万円）で除して得た数」を乗じて得た

額の在宅就業障害者特例調整金を申請に基づき支給します。

　なお、障害者法定雇用率未達成企業については、在宅就業障害者特例調整金の額に応じて、障害者雇用

納付金が減額されます。

３　在宅就業障害者特例調整金の支給

　常時雇用している労働者数が100人以下の事業主で、各月の雇用障害者数の年度間合計数が一定数（各

月の常時雇用している労働者数の4％の年度間合計数または72人のいずれか多い数）を超えて障害者を雇

用している場合は、その一定数を超えて雇用している障害者数に応じて１人当たり月額2万1千円の報奨金

を申請に基づき支給します。

　ただし、支給対象人数が年420人を超える場合は、超過人数分の支給額が1人当たり１万６千円となります。

４　報奨金の支給

　報奨金申請事業主であって、前年度に在宅就業障害者または在宅就業支援団体に対し仕事を発注し、業

務の対価を支払った場合は、「報奨額（１万７千円）」に「事業主が当該年度に支払った在宅就業障害者

への支払い総額を評価額（35万円）で除して得た数」を乗じて得た額の在宅就業障害者特例報奨金を申請に

基づき支給します。

５　在宅就業障害者特例報奨金の支給

問い合わせ先 問い合わせ先


